
 

上川管内市町村共同BPR推進支援委託業務 企画提案書作成要領 

 

１ 様式等 

(1) 企画提案書の様式は別紙の様式例によるものとするが、定められた事項が網羅されている範囲

内で、様式を変更しても差し支えないものとする。 

(2) 用紙の規格は A4判縦長とし、これ以外の規格は折込を含めて不可とする。 

(3) 文章を補完するためにイラストや図表などを使用しても構わないが、社名やロゴマーク、従業

員名など、提案者が特定できる字句や図柄は一切使用しないこと。 

(4) 企画提案書は、専門的知識を有しない者でも理解できるよう分かりやすい表現とすること。 

(5) 企画提案の内容については、他からの転載を禁止すること。 

(6) 提出された企画提案書の全部又は一部について、変更、追加及び削除はできないこと。 

 

２ 企画提案書作成上の留意事項 

企画提案書には、企画提案指示書の「５ 委託業務の内容」に関する事項を次のとおり記載する

こと。 

(1) 業務処理責任者 

各欄を記載し、「主な業務経歴・有資格」欄は本業務に関係するものを中心に記載すること。 

(2) 業務処理体制 

本業務を実施するための体制について、営業のみを担当する方を除き、本業務における役割な

どを含めて全ての方を記載すること。 

また、一部の業務を委託する外部機関等がある場合は、当該機関との関係についても記載する

こと。 

(3) 過去に実施した本業務と同種の業務実績 

令和３年度（2021年度）～令和７年度（2025年度）に、国又は地方公共団体との間で契約・履

行した同種のBPR実践研修やBPR（共同でなくて可。）の実績（名称、契約先、期間、取組内容等）

を記載すること。 

なお、実績の記載に当たっては、北海道内の人口１万人未満の市町村、北海道外の人口１万人

未満の市町村、人口１万人以上の市町村、都道府県、国の順に該当するものから記載すること。 

また、コンソーシアムの場合は、代表法人及び構成法人全てに関して記載すること。 

(4) 委託業務の内容に係る提案 

次の内容を具体的に記載すること。 

ア BPR実践研修 

・ 研修カリキュラム（実施回数・各回の内容など）、当日の想定要員、理解度を高める工夫、

アンケート項目等 

イ 共同BPR 

・ 業務フローの可視化から解決策検討までのプログラム（実施回数・１回当たりの所要時

間・各回の内容など）、当日の想定要員、実践職員への具体的な伴走支援の方法等 

・ これまでの業務実績等を踏まえ、本業務実施前において、「担い手を広げる」観点と「生

産性を高める」観点で考えられる解決策 

・ 本業務実施前に想定される課題と共同BPRを成功させるための工夫 



 

ウ 効果測定 

・ 企画提案指示書５(4)イ②「ａ 共同BPRの効果（定量又は定性）」の具体的な効果測定

の方法 

エ 追加の提案 

・ 企画提案指示書にない、業務を進める上で効果的な追加提案があれば記載すること。た

だし、委託契約金額内で実現可能なものに限る。 

・ 追加提案を行った場合の効果など、提案の有効性についても記載すること。 

(5) 業務計画 

委託業務開始（令和８年（2026年）９月上旬予定）から完了までのスケジュールについて、委

託者との協議時期を含め、一連の流れが分かるように年間処理計画を記載すること。 

(6) 業務処理に要する見積価額（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

消費税及び地方消費税相当額を含む見積金額及び積算内訳について、記載すること。 

 

３ 企画提案書の提出部数及び提出方法 

(1) 提出部数 

   10部 

(2) 提出方法 

ア 提案者名は１部のみ記載し、残り９部には記載しないこと。 

イ 提案者名を記載しない９部については、業務処理責任者及び業務処理体制の氏名をＡ、Ｂな

どのアルファベット表記に置き換えるほか、必要な箇所は提案者が特定できない記載とするこ

と。 

ウ 印刷方法は左開きの両面印刷（読むことが可能な範囲で 2in1 印刷でも構わない。）とする

こと。 

エ 企画提案書はコピーが可能な用紙を使用し、丁合後、ホチキスやクロステープなどで綴じず

に、ゼムクリップやダブルクリップ等で留めること。 

 


